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 １９４３年 名古屋生まれ

 １９６６年 九州大学法学部卒業、同大学院、助手を経て

 １９７２年から福岡大学法学部に勤務、1980年、福岡大
学教授、２０１４年 定年退職・名誉教授に・・・

 １９９３年から中央環境審議会委員、２０１５年から同会長
をつとめていた。今年２月７日に任期満了により退任。現在は、臨時委
員として地球環境部会長期ビジョン小委員会等の委員長の職を継続

 ほかに１９９１年から大宰府市、１９９８年から福岡市、２
００４年から福岡県および北九州市の環境審議会会長
として現在に至っている
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• 7月6日からの「九州北部豪雨」で、お亡くなり
になった方々のご家族、ご親族の皆様へ深くお
悔やみを申し上げますとともに、大きな被害を
お受けになられた皆様に、心からお見舞いを申
し上げます。また、一日も早い復興をお祈りい
たします。

• 私どもは、異常な気候変動と無関係とはいえな
い今度の災害を目の前にするにつけ、気候変動
問題への「緩和」と「適応」への取組を、一層、
強化しなければならないとの決意を新たにいた
します。
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8/7/2017 Footer Text 4

南極半島のラーセンC棚氷に生じた巨大な亀裂。NASA提
供（2016年11月10日撮影、同年12月1日公開）。
(c)AFP/NASA/Maria-Jose Vinas

英国の研究チームは今年1月6
日、南極のラーセンC（Larsen 
C）棚氷から近く、米ニュー
ヨーク（New York）のマン
ハッタン（Manhattan）島の
100倍近い面積を持つ巨大な
氷塊が分離する見込みだと発
表

今年3月に、ある講演会でこのスライド
を使ってお話をしましたが・・・・・
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南極の棚氷から巨大氷山が7月10日から
12日の間についに分離。約5800平方ｋｍ、
厚さ約350ｍ、重さ1兆トンで史上最大級。

福岡県の面積（4986㎢）よりも大きく、
容積は琵琶湖の約4倍
九州の7分の１の大きさ

＊熊本県の面積は7405㎢

７月中旬に、こんな
ニュースが
入ってきました！！
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50年に一度の
はずの豪雨が
5年でやってきた
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2015年9月に国連総会は、2030年をめざしてすべての国が参加すべき目標を決議した
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これは「地球の限界（ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｰ・ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘｰ）」を強く意識したもの
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長期低炭素ビジョン小委員会ではｶｰﾎﾞﾝﾊﾞｼﾞｪｯﾄの考え方には異論がなかったが、気候感度の不確実性から、
1兆ﾄﾝしかないということは賛成できないとの意見があった（☜ただし不確実性は両方向との再反論がある）

カーボンバジェットの考え方
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80％削減は過大な目標とは言えない。EUは80~95％削減をめざす。
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（参考）日本の温暖化ガス排出量の推移と目標

めざす
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2017年3月中央環境審議会地球環境部会長期低炭素ビジョン小委員会で採択
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気候変動対策は、成長戦略。 鍵は「多様なイノベーション」
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環境・経済・社会の課題を同時解決！！
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「2050年は先」でない。「今」から取り組まねばならない
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将来予測
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厳しい将来予測
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厳しい将来予測
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希望ある将来予測
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与えられ（先人から残され）ているものを大事にしたい
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向かうべき方向
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向かうべき方向
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いまの状況
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望ましい姿
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こんな姿に 28



こんな姿に 29
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さらに「おまけ」がある・・・

37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



CCSがあれば石炭で60％、天然ガスで50％CO2削減が可能
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農業・水産業では
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林業・森林管理では
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どんな政策をとればいいか
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事前のご質問に答える



当面「個人」が考える（する）べきこと

•わずかな「努力」も積み重なれば大きな力になるこ

とを確認する

• さらに省ｴﾈの余地が

ないか専門家の診断を

あおいでみる

•設備や機器の整備

更新の機会には「ロッ

ｸｲﾝ」回避を常に考える（短期の利益のみを考えない）

•国のｴﾈﾙｷﾞｰ政策に関心をもつ。地域の共同太陽

発電所などの活動に参加してみる

56



適応への取組
• 「平均2℃以内」に抑えてもなお影響が生じる。人間社会や

自然のありかたの調整（＝適応）は不可避。

• 「適応」は特に地域特性を踏まえた取組が重要

・地域の関係者が連携し、

地域づくりの観点を含め

た適応策を策定・推進す

べき（庁内・市町村・国の機関・
主要な企業等の参画が必須）

＜情報は「気候変動適応情報

ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ」（国立環境研究所）

が発信を始めている＞

「適応」は関係領域の政策・施策との関連が深い。関係者の理

解を得て、連携を深めることが最も大きな課題

57



58



59


